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1.研 究 目的 ・内容

本研究では、主として時系列的な分析手法に基づき、ICT投 資 とその波及効果が 日本において

も本格化したと考えられる90年 代以降についてICT投 資 と経済成長等との因果関係について分

析 し、今後のICT投 資政策に関する示唆を得ることを主要な目的とする。

2。 研 究経過及び成果

本研究では、主 と して時系列的 な分析手法 に基づ き、ICT投 資 と経済成長等 との因果関係 につ

いて分析す る。 同様 の問題意識 に基づ く研究 は、ICT投 資 がバ ブル崩壊以降、 日本経済 を牽引 ・

下支 え して きた1995～2001年 頃にかけて隆盛 を見せ たが、2000年 第一 四半期 に発生 した 日米欧

にお けるいわ ゆる 「ITバ ブル崩壊」 と期 を一 に して、下火 になって きている。 しか しICTの 投資

効果が明確 に発現す るの はむ しろ資本蓄積 が十分進んだ近年 において明確 になる と考 え られ るた

め、本稿では90年 代 ～最近 までのデー タを用いた因果性 に関す る検証 を行 うこととす る。

日本 にお ける先行研 究 として、ShinjoandZhang(2004)を 参考にす る。ただ し検証期間が2000

以降 の10年 を含 む事、用 い るデー タ量が必ず しも十分でない ことに鑑 みGrangerの 因果 性テ ス

トの他 、TodaandYamamoto(1995)に よ り提 唱 され たLA-VAR(Lag-AugmentedV6ctorAuto

Regression)モ デル も併用す る事、デー タ としてNTTグ ループの シンクタン クであ る情報通信総

合研 究所が作成 してい るICT関 連経済指標 を用 いた検証 を行 うこ とが特徴 となってい る。 この

ICT関 連経済指標(民 需 ・官公需)で は、 「機械 受注統計」(内 閣府)の機 種別 「電子 ・通信機械」 の

中分類 か らICT関 連 の受 注額 を集計 し変動 の大 きい項 目を排 除す るな ど、元デー タに遡 って集計

してお り適切 な指標 だ と考 え られ る。 また 当面 の因果性検定 の対象 としては、GDP(四 半期)を 用
尋

い た。

通 常の時系列 分析 の手順 に従 い単位根検定 を行 った結果1(1)変 数 であるこ とが確認 され た。 ま

たLA-'VARモ デル に よる因果性検証の際 に用い るラグについてはAIC基 準 によ り選定 した。また

通常のGrangerの 因果 性テス トにつ いて は1階 の階差を とった系列 を用いて行 った。

推 計 期 間のICT投 資変動 が大 きい こ ともあって結果 はやや 不安定 では あ るが 、Shinjoand

Zhang(2004)がICT投 資か ら生産1生向上へ の片方向の因果性 のみを認 めてい るのに対 し、本研究

ではICT投 資か らGDP成 長 のみ な らず逆方向の因果性 につ いて も概 ね観察す るこ とがで きた。

これ はICT投 資 が本格化 し、資本 蓄積 が進 んだ結果 だ と解釈 している。

現状では小規模の検討会で進捗状況を発表したのみであるが、その際、①GDPの 代わりに製造

業 と非製造業を分離するなどよりきめ細かい分析が可能なIIPを 用いること、②関連変数(例えば
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TFP)を 追加す るこ とで3変 数問の共和分検 定 を行 い、共和分ベ ク トル の存在が確認 され た場合、

VECM(V6ctorErrorCorrectionMode1)タ イプの因果性テス トを行 うこと、等 の指摘 を受 けたた

め改訂 を行 ってい る。 また海外デー タ との比較お よび複数産業 のデー タを用 いたパネルデ ータに

よる検証について も示唆 を受 けた が、元 となるデー タの比較可能性が担保 できない こと、お よび

ICTデ ー タを産業別 に分解す る ことが困難 な事か ら、フィー ジビ リテ ィについては現在検討 中で

ある。

以上の点に基づき、論文 としての貢献 を どの程度 見込 めるか考 えた上 で、発表先 ・投稿先 を決

定 したい。

Shinjo,K.&Zhang,X.(2004)"ICTCapitalInvestmentandProductivityGrowth:Granger

CausahtyinJapaneseandtheUSAIndustries,"mimeo。

Tbda,H.andT.Yamamoto.,(1995>,"StatisticalInfbrenceinVbctorAutoregressionswith

PossiblyIntegratedProcesses,"JournalofEconometrics,Vbl.66,pp.225-250.

3.本 研究 と関連 した今後の研究計画

本研 究 と同様の問題意識 を世 界 レベル に拡 張す る分析 は、アジア/北 米/欧 州 等の各国デー タ

をパネルで分析す る論文が出 るな どやや進展 があっだため、単純 に対 象範 囲を拡大 を行 うことは

望 ま しくない 状 況 に あ る。 時 系列 分 析 の 手 法 を株 価 のデ ー タ等 頻 度 の高 い もの に用 い る、

AgiakloglouandBloutsos(2008)の よ うな分析 を拡張す る方がむ しろ行いやす いだろ う。

内容 は欧州 電気通信事業者(各 国主要 キャ リア)の 日次株価変動デー タに基づ くvaRを 評価す る

もので ある。ARMA(p,q)モ デル に基づ く株価予測 と、GARCH(p,s)モ デル に基づ く分散予測 を行

った上で(即 ちこのモデル では株価が条件付分散 に依存す る との仮定 に基づいてい る)、vaRを 評

価 してい る。 ア ジアにおけるICT先 進 国同士 で比較検討 してみ るの も1つ の方 向性 だろ う。

Agiakloglou,C.andKBIoutsos(2008)``EvaluationofVaRusingGARCHmodelsfbr

EuropeanTb正ecommunicationsInstitutions,"paperpresentedat17thBiennial

ConfbrenceoftheInternationalTblecommunicationSSociet又June25.

4.成 果の発表等

発 表 機 関 名 種 類(著 書 ・雑誌・口頭) 発表 年月 日(予定を含む)

情報通信学会全国大会(予定) 口頭発表 平成24年6月(予 定)
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